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（ICT施工の普及促進について）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

発注者の取組（国土交通省）

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html

ICT施工の実施状況

中小建設業へのICT普及拡大の取組

ロードマップについて
中小企業省力化投資補助金(中企庁所管) 
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関東地方整備局ICT施工の実施状況
土木工事におけるICT施工の実施状況

※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※「実施率」は、ICT活用工事として公告した件数に対する割合
※複数工種を含む工事が存在するため、実施率算定に用いる工事件数は重複を除いている。
※営繕工事を除く。

＜国土交通省の実施状況＞

＜都道府県・政令市の実施状況（ICT土工）＞

○2024年度における直轄土木工事のICT施工実施率は、公告件数の約９割で実施。
○都道府県・政令市では、ICT土工の対象工事が増え、実施件数も増加している。
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※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局

・各地方整備局のＩＣＴ活用工事実績リストより集計
・単体企業での元請け受注工事のみを集計
・北海道、沖縄は除く
・対象期間は2016年度～
・業者等級は、2023・2024資格名簿より集計

ICT施工の実施状況
直轄工事におけるICT施工の経験分析

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2024年度の直轄工事受注実績に対する割合）

○地域を基盤とするC、D等級の企業※において、ICT施工を経験した企業は、受注企業
全体の約６割と着実に増加している

○引き続き中小建設業者への普及促進の取組を実施していく

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

数値は等級毎の2016年以降の
直轄工事を受注した業者数
（ ）内は一般土木の全登録業者数

Ｃ・Dランク経験企業割合

58.4％＝
3,287社（直轄工事受注企業）

1,921社（ＩＣＴ施工経験企業）

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局ICT施工の実施状況
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※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。
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※ ICT浚渫工（港湾）はR６年度の暫定値

平均数量=17,677m2

平均数量=11,700m3 平均数量=31,805m3

ICT施工の活用効果①
※ICT導入協議会（第２１回）より

https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html

5



関東地方整備局ICT施工の実施状況
ICT施工の活用効果②
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○ ＩＣＴ土工及びＩＣＴ浚渫工（河川）においては、縮減効果が約３割程度、ＩＣＴ舗装工においては、約
３．５割程度で横ばいとなっている。

○ ICT浚渫工（港湾）においては、縮減効果が増加。近年２割以上の縮減効果が見られている。

＜ICT土工＞

平均36％削減平均31％削減

平均32％削減

＜ICT舗装工＞

＜ICT浚渫工（河川）＞

平均17％削減

※ICT浚渫工（港湾）はR6年度の暫定値

＜ICT浚渫工（港湾）＞

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局ICT施工の実施状況
ICT施工の活用効果③ ※ICT導入協議会（第２１回）より

https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局中小建設業へのICT普及拡大の取組
中小建設業へのi-Construction （ICT施工）の普及促進に向けた取組

内容（対象等）項目

・ 小規模現場でも活用可能な小型のマシンガイダンス技術搭載バックホウによる施工や
安価なモバイル端末を用いた出来形計測手法の要領等を整備（令和４年度より適用）

・ 小型のマシンガイダンス技術搭載バックホウの刃先にて3次元座標を取得できる機能を
使って、光波計測に代えた断面管理による出来形計測の要領を整備（令和７年度より適
用）

小規模工事における
基準類の整備

１

実
施
要
領
等

・ 小規模現場で活用できる３次元計測技術・小型ＩＣＴ建設機械の紹介や小規模工事でのＩ
ＣＴ施工技術の活用事例を作成（令和６年度）

小規模工事向けＩＣＴ施
工技術の手引き

２
手
引
き
等

・ICT建設機械等認定制度を拡充し、狭小な現場での掘削や小規模土工を中心として省人
化効果が期待されるチルトローテータ付き油圧ショベルなどを新たに「省人化建設機械」
として認定対象として設定（令和６年度）

チルトローテータ等の新
たな施工技術の

普及促進
３

・ ICT施工の指導・助言が行える人材・組織を育成することを目的に、都道府県・政令市を
対象に支援を実施 （令和３年度から開始）

ICT施工技術
支援者育成

４

研
修
等

・ ICT施工の普及拡大に向け、地方整備局等にて
研修会を実施 （平成２８年度から開始）
（対象：施工業者、地方公共団体職員 等）

ICT施工 研修
BIM／CIM研修

５

・ ICT施工の経験者（企業）が未経験企業へのアドバイスを行うもの （平成２８年度から順
次開始）

ICTアドバイザー制度６

・地方整備局に、 i-ConstructionやインフラDXの人材育成の中心となる体験型の「人材育
成センター」を開設

i-Construction・
インフラDX

人材育成センター
７

・ICT計測機器及び施工管理システムを用いるモデル工事を開始、これと同時に使用が想
定されるICT計測機器等の操作説明動画をオンデマンド配信

港湾工事における
試行的取組

８

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局中小建設業へのICT普及拡大の取組
小規模工事における基準類の整備
○地方自治体発注工事では、中型のICT建設機械による施工が困難な現場も多く、小規模工事における ＩＣＴ施

工の導入促進に向け、小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽﾊﾞｯｸﾎｳによるICT施工の実施要領等を令和４年度より適用

○また、都市部や市街地で行う工事ではドローンやＴＬＳ等を用いた計測が困難なことから、スマホなどのモバイ
ル端末を活用し小規模現場における出来形管理の要領を令和４年度より適用

○さらに、小規模工事における計測作業の手間を削減するため、小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽﾊﾞｯｸﾎｳの刃先の３次元座標
を取得できる機能を活用した出来形管理の要領を令和７年度より適用

【小規模な建設現場に対応したICT施工】 【スマホなどの汎用モバイル機器を活用した
出来形管理のデジタル化】

施工機械
（小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ機）

ナビゲーション

小規模な現場（都市部・修繕工事など）

モバイル端末による計測
3次元計測データ

【小型マシンガイダンスバックホウ刃先の３次元座標を用いた出来形（断面）管理】

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局中小建設業へのICT普及拡大の取組
小規模工事向けICT施工技術の手引き

○小規模現場におけるＩＣＴ施工の導入促進に向け、「小規模工事向けＩＣＴ施工技術の手引き」を作成

○小規模現場で活用できる3次元計測技術及び小型ＩＣＴ建設機械の紹介や小規模現場でのＩＣＴ施工活用事例
についてとりまとめ（令和６年度）

【小規模工事で活用できる３次元計測技術】 【小規模工事におけるＩＣＴ施工活用事例】

従来複数名で行っていた現場での位置出しや丁張設置など「ワン
マン施工」が可能となる

操作者１人で3次元計測が可能な光波計測器

【小規模工事で活用できる小型ＩＣＴ建設機械】

光学測位を活用した小型ＩＣＴ建設機械 衛星測位を活用した小型ＩＣＴ建設機械

従来の小型ＩＣＴ建設機械に後付で装着することでマシンガイダンス
施工が可能となる。

管工事における活用事例

管埋設工事において、事前に専門
工事業者によるアスファルトカッ
ターでＸＹ（平面）の床掘位置をあ
らかじめ決め、床掘・管設置にお
けるＺ（深さ・勾配）管理を、２Ｄマ
シンガイダンスで実施。

①事前に設計の平面位置を杭ナ
ビで位置出し

②専門工事がアスファルトをカット
（赤線位置）

③傾斜付きの平面レーザーと
２ＤＭＧで深さ管理

勾配機能付き回転レーザーの活用

勾配機能付き回転レーザーと２Ｄ
ＭＧを併用し、下水道勾配を付け
た平面レーザーを掘削場所に設
置し２ＤＭＧで床掘りを行い、オペ
レーターがキャブから降りることな
く深さの検測を実施

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局中小建設業へのICT普及拡大の取組
チルトローテータ等の新たな施工技術の普及促進

■2024年度の実施内容
• ICT建設機械認定制度を拡充（省人化建設機）

■2025年度からの取組
• 省人化建設機械認定型式の試行工事

＜チルトローテターについて＞

○ チルトローテータ等を活用することで、狭小な現場での掘削や小規模土工を中心として
省人化効果が期待される。

○ 2024年度にはICT建設機械等認定制度（R4.6開始）を拡充し、チルトローテータ付き油圧
ショベルなどを新たに「省人化建設機械」として認定対象として設定（R7.1）。

○ 2025年度からは、省人化建設機械として認定された型式を活用しチルトローテータ付き
油圧ショベルの省人化効果などを調査・整理する。

■チルトローテータの省人化効果
• 作業スペースが狭隘な現場（掘削面

に建機が正対できない場合がある）
においても、掘削面に正対せずに細
部まで刃先が届き、人力作業を軽減。

• 掘削面に正対するための建機の微
細な移動を大幅に削減（移動のムダ
の削減）。

• 建機の移動が少なくなることにより、
機械の配置位置を限定することがで
き、機材を大型化することが可能（作
業能力・施工効率の向上）。

手元作業員が多い現場

認定ラベル

刃先が届かない細部を人力作業

アタッチメントの傾斜（チルト）や
回転（ローテーション）が可能

ICT建設機械等認定制度（R4.6開始）を拡充し、チルトローテー

タ付き油圧ショベルを含む建設機械を省人化建設機械の認定対
象に追加。

省人化建設機械として認定されたチルトローテータ
付き油圧ショベルを用いた試行工事を実施することで、

・省人化効果
・その他安全上の対策 など

を調査・整理を実施する。

回転（360度）

傾斜

認定型式の例（左：コベルコ建機㈱より画像提供、右：㈱ クボタ より画像提供）

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局中小建設業へのICT普及拡大の取組

・人材・組織
アドバイザー相談窓口の設立

・ICT施工技術支援者
「県技術センター等の職員」を想定

支援

・中小建設業におけるICT施工の普及促進にむけて、ICT施工の指導・助言が行える人材・
組織を全国各地に育成

＜中小建設業における課題＞
・ＩＣＴ施工に踏み出せない企業が多い
・ＩＣＴ施工に対応できる技術者不足
・ＩＣＴ施工の技術者指導体制がまだまだ不足

＜ICT施工の専門知識を習得＞
・ＩＣＴを活用した施工計画の立案や運用の課題について、
座学や実現場を用いた教育・訓練

★国交省がＩＣＴ専門家を県へ派遣し、「人材・組織の育成」の実施をサポート

ICT施工技術支援者を育成する取組

○令和３年度から取組を開始し、１４都道府県・政令市（累計）の支援を実施
○令和７年度以降も５都道府県・政令市／年程度の支援を実施予定

■支援実績（令和３年度から令和６年度の実績）
北海道（２回）、福島県（２回）、茨城県（１回）、埼玉県（２回）、神奈川県（１回）、和歌山県（１回）
香川県（３回）、佐賀県（１回）、長崎県（１回）、熊本県（２回）、大分県（２回）、沖縄県（４回）
札幌市（１回）、北九州市（１回）

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局中小建設業へのICT普及拡大の取組

支援内容検討

• ICTの専門家と札幌市によ
る支援方針に関する打合せ

課題整理

• 現場実施内容の把握

• 実施方針の妥当性確認

技術検証

• TS等光波方式の等級、機
種別による違いの検証

• 舗装厚を模した試験体を用
い、計測精度確認

実施方針作成補助

• 詳細解説資料の作成

• 運用マニュアルのとりまとめ

〇 札幌市において、小規模の市街地施工現場（都市型土木）に適した独自のＩＣＴ活用の運用方針を検討。
生活道路整備に着目し、導入ハードルの高いICT建設機械の優先度を下げ、TSによる丁張り設置に代替す
る等、新たな要領・マニュアルを作成しており、地域特有のニーズに応じた運用方針検討のサポートを行った。

ICT施工技術支援者を育成する取組（Ｒ６年度の取組事例）

出典：札幌市 
    「First Step SAPPORO型施工マニュアル」より  

支援フロー

※令和７年度より、札幌市において「First Step SAPPORO型」を本格運用  
＜札幌市ICTホームページ：https://www.city.sapporo.jp/kensetsu/stn/ict.html＞ 

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局

R６年度R5年度R４年度R３年度R２年度R元年度H30年度H29年度H28年度

162141179138108441348356281施工業者向け
247273338226169505472373363発注者向け
409414517364277946820729644合計※

中小建設業へのICT普及拡大の取組

※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり

■i-Constructionに関する研修

○R２から比べ年々研修回数は増加しつつあり、開催方法も工夫し開催している。

対面とオンラインを併用し、また座学と実習を行うなど多種の講義を実施。

ICT施工に関する研修

（事例：関東地方整備局管内）
○起工測量から出来形管理までの一連の流れの基本的な知識を得られる体験型の「ICT施工講習」を令和４年度から実施。
○ＩＣＴ施工導入には企業における経営的な判断が必要であることから、経営者向けの「ICT経営者セミナー」を開催。

令和６年度は、関東地方整備局管内全都県で開催。

R7年3月末現在

建設機械施工実習

■日 時：令和６年９月～令和７年３月（９回）
■開催場所 ：関東地方整備局管内全都県＋WEB
■参 加 者：対面参加 159名 ・WEB参加 298名

合計457名 （内訳）・施工業者（経営者）

■日 時：令和６年７月２日、２３日（各２日間）
■開催場所 ：関東技術事務所
■参 加 者：36名（1日目：WEB講義、２日目：実地研修）

（内訳） ・施工業者等29名
・自治体職員 4名
・コンサル等 2名

出来形計測実習 会場受講状況 活発な質疑応答

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html

14



関東地方整備局中小建設業へのICT普及拡大の取組
ICTアドバイザー制度
◯ ICT施工の経験企業を増やし普及拡大を図るため、未経験企業へのアドバイスを行うアドバイザー制度を展開。
◯ 令和７年３月31日時点で７地方整備局等（北海道、東北、関東、中部、中国、四国、九州）で実施。
◯ 令和７年４月１日から、沖縄総合事務局と沖縄県でICTアドバイザー制度を連携して設立し、ICTアドバイザー

の募集を開始。

○北海道開発局ICT・BIM/CIMアドバイザー制度
https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/slo5pa0000019hpq.html

○東北地方整備局ICTサポート認定制度
https://www.thr.mlit.go.jp/Bumon/B00097/k00915/jyouhouka/Th-
iconHP/ict-supportertop.html

○関東地方整備局ICTアドバイザー制度
https://www.ktr.mlit.go.jp/dx_icon/iconst00000010.html

○中部地方整備局ICTアドバイザー制度
https://www.cbr.mlit.go.jp/kensetsu-ict/bunrui.html

○中国地方整備局ICTサポート企業・団体登録制度
https://www.cgr.mlit.go.jp/kikaku/icon/index.html

○四国地方整備局ICT専任講師制度
https://www.skr.mlit.go.jp/kikaku/iconstruction/instructor.html

○九州地方整備局ICTアドバイザー制度

https://www.qsr.mlit.go.jp/ict/ict/support/adviser.html

中部地方整備局ＨＰより

中部地方整備局 ＩＣＴアドバイザー登録制度の例

■ＩＣＴアドバイザー登録者数

ＩＣＴアドバイザー制度 各地方整備局等掲載ＵＲＬ

施工業者、コンサル業者等どなたでも活用できますので、
お近くの整備局等のＨＰをご参照ください。

■ＩＣＴアドバイザー活動事例

３次元設計データの作成支援 ＩＣＴ建設機械の実技指導

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局中小建設業へのICT普及拡大の取組

■建設技術展示館 ＜民間企業や一般・学生向け＞
＜主な実施メニュー＞

民間企業や一般・学生向けのBIM/CIM体験
やインフラDX体験
BIM/CIM(VR、MR、UAV等含)の先進的な
設備を利用し、工事安全や高所作業体験等、
民間企業の研修等に活用
BIM/CIM・ICTの活用事例や効果に関わる
技術をタブレットを用いて情報提供 等 DXパーク

■研修棟・現場実証フィールド

＜主な実施メニュー＞
BIM/CIM活用促進に向けた研修・人材育成
ICT測量・施工の体験実習
VR・ARを活用した、完成後の建設物の再現やバックホウ、
高所などの施工体験
ローカル5G通信を活用した現場実証フィールドでのICT
建機を用いた無人化施工実習
ホログラム表示(MR)を用いた出来形管理実習(土工)
DXに資するデータやデジタル技術に関する基礎知識、
情報セキュリティ等の習熟 等

＜国や地方公共団体の行政職員、民間技術者向け＞

無人化施工実習のイメージ 研修室

○ インフラ分野のDX推進に向けた人材育成を目的として、地方公共団体を含む発注者及び民間技術者に対する
BIM/CIM活用やICT施工普及促進、 データ/デジタル技術の知識習熟等に関する研修・講習を実施。

○ 民間企業等の最新の建設技術を展示する建設技術展示館（関東技術事務所に併設）や関東DXルームとも
連携し、上記に関連する情報発信を実施。

人材育成センター（関東技術事務所の例）

全国の人材育成センター

東北インフラDX人材育成センター https://www.thr.mlit.go.jp/tougi/gijutsuryoku/jinzai/DX_shisetsu.html

関東DX･i-Construction人材育成センター https://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/kangi_index002.html

北陸インフラDX人材育成センター https://www.hrr.mlit.go.jp/hokugi/dx/

中部インフラDXセンター https://www.cbr.mlit.go.jp/chugi/dx/dxoshirase/index.html

近畿インフラDX推進センター https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/infradx-center/index.html

中国インフラＤＸセンター https://www.cgr.mlit.go.jp/ctc/innfra-dx/index.html

四国インフラDX人材育成センター （R7.12開設予定）

九州インフラ DX人材育成センター https://www.qsr.mlit.go.jp/kyugi/tech_improve/dx/

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局ロードマップについて
施工のオートメーション化

AIを活用した
建設現場の最適化

施工データを活用した
施工の最適化

データ共有基盤の整備
（土砂運搬など建機効率化）

現場 建機の双方向でリアルタイムデータ活用

＜ロードマップ＞ 短期（今後5年程度） 中期（6～10年後程度） 長期（11～15年後程度）

施工データの活用

実現

大規模
現場での
自動施工の
実現

最適施工の
実現

安全ルール、施工管理要領等
の技術基準類の策定

自動施工

人材育成（自動施工コーディネーター、遠隔施工オペレータ育成）・技術開発

導入工種の順次拡大大規模土工現場での導入試行ダム施工現場等での導入拡大

遠隔施工
通常工事における活用拡大砂防現場における活用拡大

※今後の技術開発状況等に応じて適宜更新

自動施工の導入拡大に向けた基準類の策定

○ 建設現場をデジタル化・見える化し、建設現場の作業効率の向上を目指すとともに、現場取得データを建設機械に
フィードバックするなど双方向のリアルタイムデータを活用し、施工の自動化に向けた取組を推進する。

【短期目標】 現場取得データをリアルタイムに活用する施工の実現
【中期目標】 大規模土工等の一定の工種・条件下での自動施工の標準化
【長期目標】 大規模現場での自動施工・最適施工の実現

新たな施工技術 技術の一般化、
新たな施工技術の導入普及促進

チルトローテータ等の新たな施工技術の
普及・導入促進、技術基準・要領類の整備

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局ロードマップについて
施工のオートメーション化 ロードマップ（案）

施工の省人化
2027（R9）以降2026（R8）2025（R7）～2024（R6）

①ICT施工

②施工データ活用
（ICT施工StageⅡ）

③遠隔施工

④新たな施工技術
（チルトローテータ）

施工者希望型

省人化建設機械認定による普及促進

試行（効果検証・活用ケース拡大）

試行工事による活用効果等調査

発注者指定

実工事での活用事例蓄積

通信設備等の利用環境・
活用効果調査

活用拡大

施工者希望型
（土工・河川浚渫工以外）

発注者指定
（土工・河川浚渫工は原則化）

発注者指定
原則化対象工種を順次拡大

施工者希望型 順次縮小

基準要領類の策定・拡大

施工者希望型

発注者指定

活用推進

要領等整備

本要領策定

注）技術開発・導入状況等により随時見直し

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局ロードマップについて

○ICT土工、ICT浚渫工については、令和７年度より原則化
○ICT舗装工、地盤改良工について、原則化に向けた検討を実施していく

①ICT施工の原則化

備 考
令和６年度 ＩＣＴ 対象工事

合計施工者希望Ⅰ・Ⅱ型発注者指定型

令和７年度より
原則化

１，９０７１，０３４８７３公告工事件数

ICT土工 １，６９６８４５８５１
うちICT実施工事件
数

８９％８２％９７％実施率

原則化に向け検討

４５１３８６６５公告工事件数

ICT舗装工 ３３７２７２６５
うちICT実施工事件
数

７５％７０％１００％実施率

令和７年度より
原則化

５５１５４０公告工事件数

ICT浚渫工（港湾） ５５１５４０
うちICT実施工事件
数

１００％１００％１００％実施率

令和７年度より
原則化

２２１２１０公告工事件数

ICT浚渫工（河川） ２１１１１０
うちICT実施工事件
数

９５％９２％１００％実施率

原則化に向け検討

１７３１７２１公告工事件数

ICT地盤改良工 １４９１４８１
うちICT実施工事件
数

８６％８６％１００％実施率

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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関東地方整備局
中小企業省力化投資補助金(中企庁所管) 

問い合わせ先 ＨＰ実施機関対象制度区分

https://shoryokuka.smrj.go.jp/

https://shoryokuka.smrj.go.jp/download/

中小企業基盤
整備機構
全国中小企業
団体中央会

購入費等
補助対象としてカ
タログに登録され
た製品等

中小企業省力化投資補
助金

補
助
金

チルトローテータ付きショベル
マシンコントロール・マシン
ガイダンス機能付ショベル

GNSS測量機地上型３Dレーザスキャナー
測量機（自動視準・自動追
尾 機能付き高機能トータル

ステーション ）
機器名称

バケットのチルト（左右の傾き）
機能とローテート（回転）機能を
具備

オペレータをガイダンスでサ
ポート（マシンガイダンス機能）
又は半自動操縦（マシンコント
ロール機能）を具備

高精度測量を実施測量や検査業務に必要な３次
元データを取得

測量や検査業務に必要な
データを取得

用途・機能

＜製品カテゴリ＞

「中小企業省力化投資補助金(中企庁所管) 」の補助対象（カタログ）に、

ICT施工において活用可能な製品カテゴリが追加（令和7年6月5日現在73製品登録）。

順次、各メーカーの製品登録等が完了次第、申請が可能となる予定（補助率：1/2以下）

※ICT導入協議会（第２１回）より
https://www.mlit.go.jp/tec/constplan/sosei_constplan_tk_000052.html
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ施工普及促進の取組（関東地方整備局）
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関東地整インフラＤＸ

《令和７年度の取り組み方針》
① i-Construction2.0、ICT施工StageⅡ等の推進
② BIM/CIM適用による好事例抽出と水平展開
③ 小規模工事へのICT施工の普及強化
④ 異分野間の取組共有による創発・高度化
⑤ 各事務所のDXの取り組み推進

出展：令和7年度 第1回 関東地方整備局インフラDX推進本部会議(令和7年4月21日) 22https://www.youtube.com/watch?v=rBLkgrR_2cw

「未来を切り拓く 関東インフラＤＸ」
関東地方整備局 企画部長

［建設技術フォーラム(令和６年11月13日開催)  基調講演］



関東地方整備局小規模工事へのICT施工の普及強化

○小規模工事ICT施工の取組フォローアップ
➢ ICT施工活用工事の効果分析と発信
➢小規模工事へのICT施工普及強化に向けた実態調査
➢受講者の評価やニーズに基づく、研修・講習プログラムの拡充
➢ ICT経営者セミナーの内容拡充及び広域開催

ICT施工 Webセミナー

ICT施工 3次元ﾃﾞｰﾀ作成講習

ICT施工 施工講習 小規模工事ICT施工現場体験会 ICT施工経営者セミナー

小規模工事ＩＣＴ施工
取組フォローアップ

○経営者セミナーを受けてからの取り組み状況把握
○簡易的３次元計測技術の紹介
○小規模工事へのＩＣＴ施工導入の課題ヒアリング

小規模工事におけるＩＣＴ施工の実施率向上に向け、実施率低迷の詳細調査や、
導入の課題に対するヒアリングを行い、より具体的な対策を検討

フィードバック

フィードバック

Ｒ７取組

Ｒ７強化施策
フィードバック

関東地整管内全都県にて開催予定R7.8/28,29：関東技術事務所にて開催
来場者：424名

各取り組みの参加者へヒアリングを実施 今後の取組へ反映

R7.7/8,7/9 開催：受講者計：45名

R7.7/23,8/1,8/5,8/8 開催：受講者計：101名

R7.7/15～18 開催：受講者計：2,360名
R7.9/29～10/2,R8.1/20～23 開催予定
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関東地方整備局

土木工事における施工や災害発生時の応急復旧作業等において、
建設機械のオペレータが離れた場所から安全に作業ができる「遠隔施
工技術」をより身近に感じていただくことを目的に、講義と遠隔操作実
習を行う講習を開催しました。

【実施日】 6/24(火)～26(木) 

ICT施工における起工測量、ICT建設機械での施工、出来形計
測・帳票作成までの一連の流れを研修ルームでの講義と現場実習
フィールドでの機器の操作実習により学ぶことでICT施工に関する基本
的な知識を得られる講習を開催しました。

【受講者数】：４５名（対面）
【実施日】 ① 7/8（火）② 7/9（水）

ＩＣＴ施工の起工測量・設計・施工・出来形管理・検査の各段階
で扱う３次元データについて、測量後のデータ処理から帳票作成まで
の一連の作業を専用ソフトを用いて実施する、実技形式の実践的な
講習を開催しました。

【講習内容】

【実施日】
① 7/23（水）② 8/1（金）
③ 8/5（火） ④ 8/8（金）

人材育成の取り組み（講習・セミナー）
【対象】民間技術者、国土交通省・地公体

ICT施工
３次元データ
作成講習

ICT施工の各分野のエキスパートであるICTアドバイザーを
講師に招き、ICT施工に関する技術や機械、BIM／CIMに関
する取組、ICT施工StageⅡやi-Construction2.0に関する取
組など、幅広い内容を映像などを用いて紹介しました。

２，３６０人（Web、４日間累計）
【主なセミナー内容】

【実施日】 ① 7/15(火)-18(金) 4日間
【実施予定日】 ② 9/29(月)-10/2(木) ③ 1/20(火)-23(金)
【講師①】

ICT施工
Weｂセミナー

ICT施工
施工講習

・ICT施工概要 ・ICTアドバイザー保有技術、 ノウハウの紹介
・ICT施工事例紹介（成功・失敗事例）

【受講者数】 46人（対面）
55人（Web）

遠隔
施工講習

【受講者数】 ６７名（対面）【申込者数】

●ICT施工 データ作成・施工・Webセミナー,無人化施工講習

Ｒ７年度開催内容

①ICT施工概要 ②起工測量データ処理
③3次元設計データ作成 ④出来形管理、帳票作成

Trimble Business Center （ニコン・トリンブル）
TREND-POINT （福井コンピュータ）
EX-TREND武蔵 （福井コンピュータ）
TREND-CORE （福井コンピュータ）

内 容項 目
ICT施工の概要ＩＣＴ施工概要
３次元計測機器による起工測量実習
測量結果から３次元設計データ作成方法

３次元計測機器によ
る起工測量

３次元マシンガイダンス搭載バックホウ

ＩＣＴ建設機械によ
る施工

２次元マシンガイダンス搭載バックホウ

小規模土工向け3次元マシンガイダンス
搭載小型バックホウ

３次元設計データを用いた、
丁張設置・構造物設置実習

出来形計測実習
出来形管理帳票作成方法

３次元計測機器によ
る出来形管理

ICT建設機械施工実習

LiDAR出来形計測実習

【講習内容】
・緊急時の遠隔施工の対応講義
・簡易遠隔操縦装置の取付方法実習
・簡易遠隔操縦装置による機器操作実習
・遠隔操縦式バックホウのモニタ操作実習
・遠隔操縦式バックホウの目視操作実習
・i-Construction2.0について意見交換 簡易遠隔操縦装置の取付実習

モニタ操作実習 目視操作実習

https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000021.html#seminar
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関東地方整備局

60%

25%

4%

3%

4%

4%

「小規模工事で役立つICT施工現場体験会」

【感想】
・実際に動いているのを見ることが出来、実際の技術を確認しな
がら直接話をできたため満足です。

・建設機械の使い方や、計測機器の内容について詳しくお聞きで
きて、ぜひ自分の職場にも導入を検討しようと思いました。

・チルトローテーター、自動建設機械の動きを見られてよかった。
特に電動のバックホウは実際に現場で見ないと騒音の少なさが
体験できないためとてもよかった。

・実機デモの時間が短かった。より実際の施工現場に近い環境で
デモンストレーションが見られたら更によかった。また、暑
かったです。

・技術講演会について、ロボット建設機械の研究状況と課題をわ
かりやすく説明していただき、大変勉強になりました。特に、
技術の進歩度と普及を整理した表は目から鱗が落ちる思いでし
た。

・参加させていただいて貴重な経験となったので、ぜひ来年度も
開催して欲しいです。

遠隔操作バックホウ体験
目視外のバックホウの操作体験を実施

技術講演
ロボット建設機械の研究開発状況
自律建設機械の開発と展望を講演

ICT施工現場展示
小規模工事に適したICT建機を活用した盛土工を実演

計測技術・小規模機械展示
最新の機器を説明・実演

公務員・団体

建設業

製造・販売・レンタル

コンサルタント

学生・教職員

その他

満足

やや満足

普通

やや不満

不満

37%

48%

12%

4%

0%

【業種別】

【満足度】

開催日： 令和７年８月２８日（木）～令和７年８月２９日（金）

場 所： 関東技術事務所内（関東DX･i-Construction人材育成センター）

目 的： 小規模工事で活用できるICT施工技術を体験することにより、中小建設業への更なるICT施工普及拡大

概 要： ICT施工現場展示エリア、遠隔操作バックホウ体験、計測技術・小規模機械展示、技術講演

来場者： ４２４名（内講演会聴講者：３５０名）
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関東地方整備局関東ICTアドバイザー制度

○ 地域の施工者や発注者が、ＩＣＴ活用時に生じた疑問点や技術選定の課題などに対して、助言や技術的指導等の
実践的な支援を受けることができる、ＩＣＴアドバイザー制度を設置
アドバイザーはＩＣＴ施工関係に熟練した企業者を公募し、現在７５社のアドバイザーを認定して名簿をＨＰで公開

○ アドバイザー活動の活性化を目的にICTアドバイザー会議を開催
また令和６年度に引き続き感謝状の贈呈も予定

支援内容

【アドバイザー７５社の内訳】

ＩＣＴ施工（３Ｄ測量・３Ｄ設計データ作
成・ＩＣＴ建設機械）に関する助言や技
術的指導

（複数選択有）

誰でも聞ける

ＩＣＴアドバイザー

施工者・発注者
ＩＣＴ施工を初めて実施する施工者や、技術や機器選定で悩んでいる施工者、

ＩＣＴ施工に不慣れな発注者・監督職員等が自由に利用可能

関東地方整備局
名簿をＨＰで公開

ＩＣＴアドバイザー

アドバイザー名
簿の閲覧、選定

１ ２ ３

４ 支援開始・完了報告

支援の流れ

技術相談
講師依頼

アドバイス
講師

公募・認定

Ｒ７取組

○ＩＣＴアドバイザー会議の開催

・アドバイザー活動の活性化を目的に、ＩＣＴアドバイザー会議を開催
アドバイザー活動内容の報告や活動に対する課題等について、アドバイザー相互

での情報共有を行い、アドバイザー活動の充実化を図る

○ＩＣＴアドバイザー感謝状贈呈

・ＩＣＴアドバイザーの活動に対し、
感謝の意を表するため感謝状を贈呈予定
また、顕著な活動を実施していただいた
アドバイザーには記念品（i-Conバッジ）も
贈呈予定

【ホームページ掲載場所】
https://www.ktr.mlit.go.jp/dx_icon/iconst00000010.html

登録分野企業区分

32社Ⅰ3D計測32社測量会社

36社Ⅱ3D設計36社施工会社

16社ⅢICT施工16社土木コンサル

7社Ⅳ3D管理7社ソフト会社

9社Ⅴ総合マネ9社測量機器会社

3社Ⅵ研修・講習3社建設機械会社

14社リース会社

10社その他

○ＩＣＴアドバイザー新規加入の募集

・関東地方整備局ICTアドバイザーの新規募集を行いました。16社の応募があり、
各社を認定いたしました。今回の認定によりICTアドバイザーが75社へ拡充しま
した。
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関東地方整備局関東ICTアドバイザー制度

A
1%

B
5%

C
65%

D
7%

未登録
22%

公務員・団

体
44%

建設業
39%

製造・販売・

レンタル
4%

学校等
2%

コンサルタント
1%

測量
2%

その他
8%

ICTアドバイザー活動報告結果

【概要】
【活動回数】

２８１回 （Ｒ６年４月１日～Ｒ７年３月３１日）
【依頼者】

国や地方自治体関係者による「公務員・団体」、「建設業」からの
依頼が多くを占めていた。また、建設業の割合として一般土木
C、Dランク、未登録者の割合が多い

【支援内容分野】
「ICT施工の一連の流れを教えてほしい」等、ＩＣＴ施工全般に関する
内容が多く、ICT施工をはじめる最初のきっかけとしてICTアドバイザーの
方に活動を依頼している傾向がある

【アドバイスを受けた方の声】
・ICTは聞いたことはあったが、初めて実施してみてとても便利で
生産性向上になったと感じました。

・実際に施工をしている現場を見ることができて理解が深まった
・ICT施工の流れを一気通貫で体験出来て理解に役立った。
・一連の処理手順の紹介が、実務に近く良かった
・次回以降もICTを活用した工事を積極的にチャレンジしたい
・県の工事でもICTが増えてきたので、今後ICT施工に取り組んでいこうと
考えている中で、貴重な話や経験談を聞けて良かった。

活動状況

【依頼者（建設業）有資格者名簿等級割合】

N=77
※重複を除く

【依頼者】

３次元起工測量関係
14%

３次元設計データ

作成関係
12%

ＩＣＴ建設機械によ

る施工関係
13%

３次元出来形管理等

の施工管理関係
12%３次元データの納品関係

5%

ICT施工の研修・講習会
10%

総合マネジメント
5%

BIM/CIM
12%

全般
14%

その他
3%

N=602
※複数回答あり

【支援内容分野】

N=238
※重複を除く

現場体験会 実践的なアドバイス現場見学会 セミナー講師

2024/4/13 都内展示会、東リース・細村建設 2024/6/26 春日部市役所、金杉建設・新和測
機

2024/11～ 荒上現場サポート、東リース・細村建設 2025/1/29 ICT施工Webセミナー、日本道路
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関東地方整備局ＩＣＴ施工経営者セミナー

○令和５年度から取り組んでいる「ICT経営者セミナー」について、開催後のアンケート結果から小規模工事への

ＩＣＴ施工普及促進の取り組みとして有効であったため、令和６年度から関東地方整備局管内全都県で開催

○原則として、「都県建設業協会」「都県」「国」から構成される『都県ＤＸ・i-Construction推進連絡会』における

ＩＣＴ施工普及促進の取組として開催

Ｒ５：埼玉県、栃木県
Ｒ６：１都８県

R7開催予定日

10/1茨城県

10/14栃木県

調整中群馬県

12/8埼玉県

調整中千葉県

11/28東京都

調整中神奈川県

10/16山梨県

10/15長野県

ICT施工経営者セミナー広域開催状況
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関東地方整備局
小規模工事ＩＣＴ施工活用の手引き（案）の動画版作成

○活動内容
✓アクションプランとして普及促進の活動目標を設定
✓見学会やセミナー等による知見の取得
✓小規模工事におけるICT導入効果の検証を実施

■ＩＣＴ導入効果検証（令和3年11月15日～19日実施）

小型施工機械へのＩＣＴ導入、小規模な現場での３次元設計データ利活用を検証

●成果の共有
・本手引きについては、令和４年3月31日関東地方整備局HPにて公表する
とともに、都県政令市、建設業協会へ水平展開している。

ICT普及の現状

埼玉県地域建設業ICT推進検討協議会

普及拡大の取組

・地域を地盤とするC,D等級業者には、いまだICTの
活用がされていない現状がある。

取組内容

●中小建設業へのICT普及拡大に向けた、実践的な手引きをR３年度末に策定

・小規模工事ICT施工活用の手引き（案）
施工業者の技術レベルに応じたICTの活用方法について記載

●小規模工事ICT施工活用の手引き（案）の見直し
・実工事現場における小規模工事を対象としたICT導入の効果検証を引き続
き実施（埼玉県地域建設業ICT推進検討協議会の活動の一環として実施）

○見直しイメージ

検証結果

関
東D

X
･i-C

onstruction

推
進
協
議
会

（
都
県
政
令
市
・特
殊
法
人
）

国
土
交
通
本
省

全
国
展
開

実現場での実証

小規模工事ICT
施工活用の手引き

（案）

反映「

検
証
結
果
」を
踏
ま
え

た実
現
場
で
の
実
証

反映

現場見学会・
勉強会の実施

水平展開

埼玉県地域建設業ＩＣＴ推進検討協議会

適宜見直し

○地域を地盤とする中小建設業へのICT施工普及拡大を目的に、小規模工事で活用できるICT施工技術等の活用
方法をまとめた、「小規模工事ICT施工活用の手引き（案）」を策定

○本協議会の取組を通じて、中小建設業への普及拡大に向けた、全国で初めての実践的な手引きを策定
○令和６年度も引き続き小規模工事で活用できる新たなICTツールの調査や、実工事現場での導入効果検証による

手引きの見直しを行っていくと共に、分かりやすい手引きの動画版を作成して普及拡大に努める

【ホームページ掲載場所】
https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000252.html
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ施工の導入に関する補助金・助成金

補助金・助成金・税制優遇・低利融資等制度の内容は、
最新の情報、詳細を必ず申請者ご本人にて確認をお願いします！
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関東地方整備局補助金と助成金の違い

補助金 助成金

国（経済産業省（中小企業庁））や
自治体などが、何らかの政策目的
達成のために支援する制度

国（厚生労働省）が雇用関係や人
材育成等を支援するための制度

条件を満たした上で
審査を通過すれば交付される

条件を満たしていれば
交付される
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関東地方整備局
ＩＣＴ施工導入に利用できる可能性がある補助金・助成金等

ＨＰ実施機関補助率・補助額対象概要制度

独立行政法人
中小企業基盤整
備機構

【通常枠】
補助率 １/２以内、2/3以内※

補助額
・ITﾂｰﾙの業務ﾌﾟﾛｾｽが1～3つ：

5～１５０万円
・4つ以上：１５０～４５０万円

※大幅賃上げを行う場合は、補助率が
2/3に引き上げの特例あり

購入費ＩＴツールのソフト本
体、クラウドサービス、
導入関連費（保守ｻ
ﾎﾟｰﾄやﾏﾆｭｱﾙ作成等の
費用に加えIT活用の
定着を促す導入後の
“活用支援“も対象）

ＩＴ導入補助金
（サービス等生産性向上Ｉ
Ｔ導入支援事業）

①

独立行政法人
中小企業基盤整
備機構

【製品・サービス高付加価値化枠】
補助率 中小企業 1/2

小規模・再生 2/3
補助額 750万円～2,500万円

※大幅賃上げを行う場合は、上限額引き上
げの特例あり

購入費生産性向上に資する
革新的サービス開発・
試作品開発・生産プロ
セスの改善を行うた
めの設備投資

ものづくり補助金
（ものづくり・商業・サー
ビス生産性向上促進事
業）②

独立行政法人
中小企業基盤整
備機構

【カタログ型】
補助率 1/2
補助額 200万円～1,000万円

【一般型】新制度
補助率 中小企業1/2、小規模・再生 2/3
補助額 750万円～8,000万円

※大規模賃上げを行う場合の特例あり

購入費IoTなどの生産性向
上に効果的な汎用製
品を導入することで、
生産性の向上につな
げる

中小企業省力化投資
補助金【カタログ型】
【一般型】

③

商工会議所地区
小規模事業者持
続化補助金事務
局

【一般型（通常枠）】
補助率 2/3
補助額 50万円

※インボイス特例+50万円
賃金引き上げ特例150万円

購入費
広報費
など

持続的な経営に向け
た経営計画に基づく
販路開拓等の取組を
支援

小規模事業者持続化
補助金

④

補助金

申請締切
6次10/31、7次12/2

申請締切
２１次１０/２４
１０/３（金）１７:００～受付

応募・交付申請
随時受付中

申請締切
18回11/28
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関東地方整備局

ＨＰ実施機関対象概要制度

厚生労働省研修費
賃金補填

事業主等が雇用する労働者に対して、その職
務に関連した専門的な知識および技能を習
得させるための訓練経費や賃金の一部を助
成する制度

人材開発支援助成金
（人材育成支援コース ほか）

①

厚生労働省経費補填
賃金補填

建設業の中小事業主が若年者（３５歳未満）又
は女性を建設技能労働者等として試行雇用
に助成する制度

トライアル雇用助成金
（若年・女性建設労働トライアル
コース）②

厚生労働省経費補填
賃金補填

建設労働者の雇用環境の改善や建設労働者
の技能の向上等を図るための取組みに対し
て助成する制度

人材確保等支援助成金
（建設キャリアアップシステム等
普及促進コース ほか）③

厚生労働省経費補填
賃金補填

生産性向上のために、設備投資や人材育成な
どを実施し、かつ事業場内の最低賃金の引き
上げ等を支援する制度

業務改善助成金

④

厚生労働省経費補填
賃金補填

経済上の理由により事業活動の縮小を余儀
なくされた場合に、雇用の維持を図るための
休業、教育訓練、出向に要した費用を助成す
る制度

雇用調整助成金

⑤

厚生労働省経費補填
賃金補填

生産性を向上させ、労働時間の削減や年次有
給休暇の促進に向けた環境整備に取り組む
中小企業事業主を支援する制度

働き方改革推進支援助成金

⑥

ＩＣＴ施工導入に利用できる可能性がある補助金・助成金等

助成金
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関東地方整備局
ＩＣＴ施工導入に利用できる可能性がある補助金・助成金等

ＨＰ実施機関対象概要制度

中小企業庁
市区町村
（「導入促進基
本計画の同意
を受けている
場合）

固定資産税市町村に認定された計画に基づき、
中小企業が新しい機械やソフトを導
入すると、税制や金融面で優遇を受
けられる制度

先端設備等導入制度

①

中小企業庁法人税
不動産取得税

経営力向上計画を国に認定してもら
い、要件を満たす設備を購入すると、
即時償却か税額控除のどちらかで税
負担を軽減できる制度

中小企業経営強化税制
（中小企業等経営強化法に基づ
く支援）②

法人税機械装置等の対象設備を取得や製作
等した場合に税制控除を適用できる
制度

中小企業投資促進税制

③

日本政策金融
金庫

購入費
賃借費

ITツール・システムを導入して生産性
向上や経営改善を図る際に利用でき
る公的融資制度

ＩＴ活用促進資金

④

税制優遇・低利融資

補助金・助成金・税制優遇・低利融資等制度の
最新の情報、詳細につきましては、必ず申請者ご本人にて確認をお願いします！ 34



関東地方整備局
補助金・助成金等を活用する際の事前準備

４．補助金等の応募申請は、ほとんどがインターネットを利用した「電子申請」
➢ 電子申請には「gBizID(ＧビズＩＤ)」の取得が必須！
➢ ID取得には、申請から2週間程度

事前準備

gBizID（ＧビズＩＤ）とは？
gBizＩＤは、法人・個人事業主向け共通認証システムです。
gBizＩＤを取得すると、１つのＩＤ／パスワードで複数の行政サービスにログイン可能です。
gBizＩＤには、「プライム」、「メンバー」、「エントリー」という３種類のアカウントがありますが、
ほとんどの電子申請に使える「gBizＩＤプライム」の取得をおすすめします。

１．事業の方針に合わせた補助金・助成金等を選択
➢ 補助金・助成金自体が目的とならないよう、自社で進めたい事業の方針や改善したい

課題を再確認し、課題に応じた補助金・助成金の選択が必要

３．資金繰り計画
➢ 補助金・助成金は交付が決定し次第、一定期間が経過した後に交付されるため、

それまでは自社で資金調達が必要
後払いであると認識したうえでの資金計画が必要

2．申請期間を考慮した申請資料の準備
➢ 申請には基本要件として設定された労働生産性の向上目標や賃上げの目標を記載した

事業計画書等さまざまな提出書類が必要
事業を進めながらの申請作業となるため、時間に余裕をもった準備が必要
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関東地方整備局
①ＩＴ導入補助金（サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業）

IT導入補助金のしくみ 「ＩＴ導入補助金２０２5」ＨＰより
ICT関係は『通常枠』で応募
３次元データ作成のための
ソフトウェア、保守、サポート等
の導入費に適用

・労働生産性の向上を目的として、業務効率化やDX等に向けた
ITツール（ソフトウェア、サービス等）の導入を支援する補助金

・対象となるITツール（ソフトウェア、サービス等）は事前に事務局
の審査を受け、補助金HPに公開（登録）されているもの※1

・また、相談対応等のサポート費用やクラウドサービス利用料等も
補助対象に含まれる

・補助金申請者は、IT導入補助金事務局に登録された「IT導入支
援事業者」とパートナーシップを組んで申請することが必要※1
※1 複数社連携IT導入枠を除く

https://it-shien.smrj.go.jp/
schedule/

申請枠の種類
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関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０２5」ＨＰより

①ＩＴ導入補助金（サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業）

【通常枠】 https://it-shien.smrj.go.jp/schedule/
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関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０２5」ＨＰより

①ＩＴ導入補助金（サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業）

【通常枠】

３次元データ作成のための
・ソフトウェア、保守、
サポート等の導入費

※ ソフトウェア等を導入

300万円分
↓

約150万円の補助

ITツール等の
導入費用を支援！
・業務の効率化
・DXの推進等
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関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０２５」ＨＰより

①ＩＴ導入補助金（サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業）

【第6次締切日】

202５年１０月３１日（金）

【第7次締切日】

202５年1２月２日（火）

39



関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０25」ＨＰより

①ＩＴ導入補助金（サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業）

ＳＥＣＵＲＩＴＹ ＡＣＴＩＯＮとは
中小企業自らが情報セキュリティ対策に取り組むことを
自己宣言する制度
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関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０２5」ＨＰより

【参考】IT導入補助金2025 加点項目一覧（IT導入補助金2025）

【参考】申請要件の例（IT導入補助金202５ 公募要領（通常枠）一部抜粋）

（イ）交付申請の直近月において、申請者が営む事業場内の最低賃金が法令上の地域別最

低賃金以上であること。

（ク）補助事業者の労働生産性について、以下要件を全て満たす３年間の事業計画を策定

し実行すること。

一 1年後に労働生産性を３％以上向上させること。

二 事業計画期間において労働生産性を年平均成長率を３％以上とすること。

三 労働生産性の向上の目標が実現可能かつ合理的であること。

（ケ）IT導入支援事業者と確認を行ったうえで、生産性向上に係る情報（営業利益、人件費、

減価償却費、従業員数及び就業時間、給与支給総額、事業場内最低賃金（事業場内で最も

低い賃金）等）を事務局に報告すること。

①ＩＴ導入補助金（サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業）

※「デジwith」および「IT戦略ナビwith」は2025年4月1日（火）10時00分からホーム
ページが公開されます。 本加点を受ける場合は、ホームページ公開後に「IT戦略
ナビwith」 を実施しIT導入補助金を申請してください。
＜「デジwith」ホームページのURL＞ https://digiwith.smrj.go.jp/
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関東地方整備局

「ＩＴ導入補助金２０２5」ＨＰより

【重要】
必ず、交付決定後に
ソフトウェア等を導入
交付決定前に発注・
契約等を行った場合
は、補助金の交付を
受けられません。

【重要】
事業が適正に行われなかった場
合、実績報告期間中に正しく実
績報告が出来なかった場合は、
補助金の交付を受けられません。

※事業実施報告における注意点
ITツールを解約・利用停止した場合、補助事業を取りやめた場合、目標に
定められた要件の達成状況判定前に事態した場合、事業実施報告が未報
告又は計画未達の場合は、補助金の返還、是正措置などの対応がとられる
場合がある。

①ＩＴ導入補助金（サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業）

【重要】
承認が行われない場合、補助金が
交付されません。
確定検査の内容に相違が無い場
合、必ず承認を行ってください。
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関東地方整備局

令和7年公募締切日等（令和6年）参考 「ＩＴ導入補助金２０２４・２５」ＨＰ掲載資料より集計

①ＩＴ導入補助金（サービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業）
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2912

3286
3577
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2521 2762
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申請数・交付決定数（通常枠）
２０２４年（R6）・２０２５年（R7）

R6
採択率

R７
採択率

交
付

R6

申
請

R6

申
請

R７

交
付

R７

7次6次5次4次3次2次1次

令和7年3月31日（令和6年2月16日）公募開始日

令和7年3月31日（令和6年2月16日）受付開始日

令和7年12月2日
(令和6年10月15日)

令和7年10月31日
(令和6年8月23日)

令和7年9月22日
(令和6年7月19日)

令和7年8月20日
(令和6年6月19日)

令和7年7月18日
(令和6年5月20日)

令和7年6月16日
(令和6年4月15日)

令和7年5月12日
(令和6年3月15日)

申請締切日
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関東地方整備局
②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）

「ものづくり補助金総合サイト」より

ICT施工に関係する下記機器等に適用可能
①３次元計測機器（レーザースキャナ等）
②３次元設計データ作成ソフトウェア
③ICT建設機械及び後付けのマシンガイダンス（MG）キット
④3次元出来形管理ツール 等

【第２１次公募】
公募要領は、2025年７月２５日より公開されています。
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

第２１次公募

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

「ものづくり補助金総合サイト」より

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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関東地方整備局

事業計画作成のポイント

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）

審査項目を意識

技術面－製品やサービスの開発が革新的であるか?
課題解決の方法が明確で具体的か?

事業化面－事業化の方法・スケジュール等が具体的か?
製品・サービスの市場性はあるか?
企業の収益性・生産性は向上するか？

政策面－地域経済への貢献など、国の政策に合致しているか?

審査項目は公募要領に記載されている
ので、必ず内容を確認してください。
採択されるためには、
審査項目を満たすことが重要です。

加点項目を確認

ものづくり補助金には「加点項目」があります。
（年度によって変更あり）
最大6項目について加点の申請を行うことが可能。
各要件に合致した場合のみ加点されます。

加点項目を満たすことで、採択される
可能性が高まります。
ものづくり補助金の事業計画作成とも
に加点項目を確認してください。
減点項目もあるので注意が必要です。

専門家のアドバイス
事業計画書は事業者の責任で必ず作成
してください。
専門家は事業者が考える事業計画のア
ドバイスを行い、事業計画書の作成を
支援する立場です。

不明な点がある場合は、専門家等のアドバイスを受けることも可能
例えば、商工会議所・商工会等への相談、専門家派遣制度などの
利用も一つの方法です。

※本補助事業の申請に際して認定経営革新等支援機関や専門家等
（以下「事業計画書作成支援者」という。）の支援を受ける場合には、
事業者による事業の遂行や計画達成を企図しない不適切な業者等
に注意してください。
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関東地方整備局

参考 過去の公募締切日等 「ものづくり補助金総合サイト」掲載資料より集計

②ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業）
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１４次 １５次 １６次 １７次 １８次 １９次

19次18次17次16次15次14次

令和7年2月14日令和6年1月31日令和5年12月27日令和5年7月28日令和5年4月19日令和5年1月11日公募開始日

令和7年4月11日令和6年3月11日令和6年2月13日令和5年8月18日令和5年5月12日令和5年3月24日申請開始日

令和7年4月25日令和6年5月9日令和6年3月1日令和5年11月7日令和5年7月28日令和5年4月19日申請締切日

申請数・採択者数
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

応募・交付申請は随時受け付けています。
申請にあたっては、最新の情報を確認して
ください。

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

応募・交付申請は随時受け付けています。
申請にあたっては、最新の情報を確認して
ください。

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより

※補助金申請は販売事業者と共同で事業計画を策定し、共同申請

※

※
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより

補助金申請は販売事業者と共同で
事業計画を策定し、共同申請
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより

カタログに掲載されているICT関連機器

※製品カテゴリ毎に登録されている。

※カタログに掲載される製品は随時更新されますので、カタログの更新情報等にご留意ください。
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【カタログ注文型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局③中小企業省力化投資補助金【一般型】

「中小企業省力化投資補助金」HPより
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関東地方整備局④小規模事業者持続化補助金

中小企業庁「中小企業対策関連予算」HPより
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関東地方整備局④小規模事業者持続化補助金

中小企業庁「中小企業対策関連予算」HPより

事業計画書の作成においては、他の補助金制度と同様に
審査項目・加点項目を意識した上で作成するのが重要です。
また、減点項目についても注意が必要となります。

【参考】 前回公募（第１６回公募）における加点項目
①重点政策加点
・赤字賃上げ加点
・事業環境変化加点
・東日本大震災加点
・くるみん、えるぼし加点

②政策加点
・賃上げ加点
・パワーアップ型加点
・経営力向上計画加点
・事業承継加点
・過疎地域加点
・一般事業主行動計画策定加点
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関東地方整備局④小規模事業者持続化補助金

中小企業庁「中小企業対策関連予算」HPより

①機械装置等費 ③ウェブサイト関連費
・３次元CADソフト ・建設DXソリューション など
・ドローン
・トータルステーション など
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